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イノベーションの創造に資する国土
交通分野における技術革新

（イメージ）
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○予測技術の向上や迅速な被害情報の把握、伝達を通じ、災害時への備えが万全な防災先進社会を構
築

○予測技術の向上や迅速な被害情報の把握、伝達を通じ、災害時への備えが万全な防災先進社会を構
築

災害時への備えが万全な防災先進社会の実現災害時への備えが万全な防災先進社会の実現

防災行動に直結する予測情報の高度化

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進①

電子タグ等の活用による迅速な被害情報の把握

ハザードマップのリアルタイム化

北海道東方沖地震に伴う津波のシ
ミュレーション例

津波シミュレーションの改善

目先１時間程度について、時刻と地域を
特定して突風発生の可能性を警告

突風・落雷警戒エリア

突風・雷予測の開発

・公共施設に電子タグ、堤防センサー等の各種センサーを
設置し、被害状況を把握
・カメラ画像による遠隔地からの確認

◆ 施設管理者への自動通知
◆ 応急対策の準備
◆ 施設管理者への自動通知
◆ 応急対策の準備

臨港道路

岸壁

防波堤

構造物自らが
被害情報を発信

ふ頭用地

護岸

被害発生！

港湾施設に
電子タグを設置
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ＧＰＳ波浪計

リアルタイム
津波ハザードマップ

浸水シミュレーション 各種防災機関等

沖合波浪情報
の分析・提供

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例

地震、津波、突風などに関す
る防災情報の精度や時間的、
空間的なきめ細やかさなど
の情報内容を飛躍的に向上
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○次世代運転支援システムの開発等により、ヒューマンエラー等に起因する交通機関の大規模事故、トラ
ブルを未然に防止

○ICTを活用することにより、テロを未然に防止するシステムを構築

○次世代運転支援システムの開発等により、ヒューマンエラー等に起因する交通機関の大規模事故、トラ
ブルを未然に防止

○ICTを活用することにより、テロを未然に防止するシステムを構築

テロ・大規模事故ゼロ社会の実現テロ・大規模事故ゼロ社会の実現

次世代運転支援システムの開発 ＩＣＴを活用した保安対策の高度化

異常検知情報の共有
即座に対応

生体認証・ICカードによ

る本人確認の自動化 X線透視等により貨物の

全数検査・危険物自動検知

警備用ロボットの活用
危険物への対処

ITVカメラ・センサーにより

不正侵入者自動検知

水中カメラ・探査船により
不正侵入者自動検知

新たな取り組み

既存施策・技術の延長線上

物流効率化との連携により実施

AGV（自動走行する台車）

等によるターミナル無人化

コミュニケーションタグ
による貨物管理

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進②

鉄道車両のインテリジェント化に
よる運転支援技術

港湾施設における保安対策の高度化による
セキュリティ強化

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例

資料６－２
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○路車間通信、車車間通信、車両単独、地図情報との連携等による安全運転支援技術の実用化により、
世界一安全でインテリジェントな道路交通社会を実現

○路車間通信、車車間通信、車両単独、地図情報との連携等による安全運転支援技術の実用化により、
世界一安全でインテリジェントな道路交通社会を実現

世界一安全でインテリジェントな道路交通社会の実現世界一安全でインテリジェントな道路交通社会の実現

インフラ協調による安全運転
支援システムの普及

データ収集の高度化による
活用方策等

車両制御

・インフラ協調による 安全運転支
援システムの標準装備
（AHＳ（走行支援道路システム）、
ＡSV（先進安全自動車）の普及）

・車両センサ等による事故多
発箇所の事故原因解明、車
載診断装置（ＯＢＤ）の活用

・自律検知型の安全運転支
援システムのさらなる高度化

（ＡSV（先進安全自動車）の普及）

国際標準化／国際基準調和
・安全運転支援（ISO/TC204/WG14）
路車間通信を活用した安全運転支援については、

今後策定に向けて準備中

・自動車基準調和（ＵＮ／ＥＣＥ／ＷＰ２９）

地図との連携による
安全運転支援

・道路地図情報（事故データ、走
りやすさ等）と連携した安全運転
支援

 

○自車位置等の情報を送信○車車間通信により対向直進車の
情報を入手

○自車位置等の情報を送信

ＡＳＶの例

車 台 番 号： X XXX X X

点 検 履 歴 情 報

点 検 年月 日 点 検 内 容

y yy y /m m /dd 1 2ヶ月 点 検

y yy y /m m /dd 2 4ヶ月 点 検

･
･
･

･
･
･

車 台 番 号：X X XX X Xの 情 報

基本 情 報

A A AA AA
yy y y/m m
E -H R3 1
X X X
yy y y/m m /dd
自 家 用
普 通

車 名
年 式

型 式 番 号
メー カ ー

製 造 年 月 日
用 途
自 動 車 の 種 別

車 台 番 号

情 報 種 別

車 両 情 報 検 索

X XXX X X 検 索

▽

車 台 番 号： X XXX X X

点 検 履 歴 情 報

点 検 年月 日 点 検 内 容

y yy y /m m /dd 1 2ヶ月 点 検

y yy y /m m /dd 2 4ヶ月 点 検

･
･
･

車 台 番 号： X XXX X X

点 検 履 歴 情 報

点 検 年月 日 点 検 内 容

y yy y /m m /dd 1 2ヶ月 点 検

y yy y /m m /dd 2 4ヶ月 点 検

･
･
･

･
･
･

車 台 番 号：X X XX X Xの 情 報

基本 情 報

A A AA AA
yy y y/m m
E -H R3 1
X X X
yy y y/m m /dd
自 家 用
普 通

車 名
年 式

型 式 番 号
メー カ ー

製 造 年 月 日
用 途
自 動 車 の 種 別

･
･
･

車 台 番 号：X X XX X Xの 情 報

基本 情 報

A A AA AA
yy y y/m m
E -H R3 1
X X X
yy y y/m m /dd
自 家 用
普 通

車 名
年 式

型 式 番 号
メー カ ー

製 造 年 月 日
用 途
自 動 車 の 種 別

車 台 番 号

情 報 種 別

車 両 情 報 検 索

X XXX X X 検 索

▽

車 台 番 号

情 報 種 別

車 両 情 報 検 索

X XXX X X 検 索

▽▽

OBDか らの 情 報 を整 理

通 報通 報

○ 整 備 不 良 車 両 の 把 握 、点 検 整 備
の 促 進

○ 車 両 不 具 合 情 報 の 分 析
（リコー ル 等 へ の 活 用 ）

・車 両の 適 正な 維持 ・管 理
・新 たな車 両 安 全 対 策 に 反映

（安 全 OBDを 活 用 した 車 両 安 全 対 策 の 将 来 イメー ジ ）

・ブレー キ の 効 き具 合
・タイヤ の滑 り
・各種 電 子 装 置 の 正 常 な
作動 の 有無 等 々

OB Dの 情 報 を検 知 し 、
デ ータを送 信

2007年までの取り組み
［インフラ協調による運転支援システムの開発］

・路側表示板による情報提供

・衝突被害軽減ブレーキの実用化
・車線維持制御装置の実用化
・ＡＣＣの実用化 等

［インフラ単独］

［車両単独］

・車車間通信システム例

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行う
ように促す。

追 突す る若しくは 追突の 可能 性 が高いとコンピュータが判 断すると、ブレーキ を
作 動。

●先行車両に近づく場合

ﾋﾟﾋﾟﾋ ﾟ!

・路車間通信システム例

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進③

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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○低コストで安全、環境に優しい新しい交通システムの導入等により、地域の公共交通を再生、活性化
○ＩＣＴの活用等により、あらゆる人の円滑な移動、シームレスな交通を実現

○低コストで安全、環境に優しい新しい交通システムの導入等により、地域の公共交通を再生、活性化
○ＩＣＴの活用等により、あらゆる人の円滑な移動、シームレスな交通を実現

誰もが円滑に快適に移動できるモビリティ社会の実現誰もが円滑に快適に移動できるモビリティ社会の実現

快適かつ安全な公共交通利用環境の構築

通過することで（タッチ不要）乗車券の情報を読
み取り可能なラッチ等の開発

リアルタイムかつモード横断的な交
通情報の提供

簡便な機器による
自律移動のサポート

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進④

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例

新しい交通システムによる地域公共交通の活性化

架線が無い区間でも走行可能なバッテリー
駆動型の省エネ車両の開発

架線レスLRV

都市鉄道等の建設コストを低減、
景観の美化、省エネ・環境対策にも貢献

架線を必要とする
現在のLRV
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○国際競争力のある高度な物流システムを構築
○ＩＣＴを利活用することで、 「効率性」、「環境調和」、「セキュリティ確保」を同時に実現

○国際競争力のある高度な物流システムを構築
○ＩＣＴを利活用することで、 「効率性」、「環境調和」、「セキュリティ確保」を同時に実現

効率的、安全で環境に優しい物流の実現効率的、安全で環境に優しい物流の実現

電子タグ、電子シール等の活用による物流のセキュリティ確保と効率性の両立

バンニングの際に、
電子シール読取り

CT内にて、
電子シール読取り

電子シー電子シールル

CT内にて、
電子シール読取り

デバンニングの際に
電子シール読取り

電子シールを装着している事業者電子シールを装着している事業者

迅速な通関等の迅速な通関等の

インセンティブ付与インセンティブ付与

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進⑤

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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社会資本整備・管理が効率化、高度化された社会を目指す社会資本整備・管理が効率化、高度化された社会を目指す

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進⑥

土砂災害の初期の
変動を検知する技

術の開発

大規模地震発生直後
に橋梁の被災度を迅
速かつ精度良く把握す

る技術の開発

河川構造物の 変
状を検知する技術

の開発

○革新的な維持･管理システムの構築
○“発見”から“発信” 語りかける国土を構築

○革新的な維持･管理システムの構築
○“発見”から“発信”“発見”から“発信” 語りかける国土を構築語りかける国土を構築

橋脚の応答挙動より橋梁の被災度把握

照明柱埋設部の異常検知

水中・土中アドホック通信

転倒センサ

加速度センサ

傾斜センサ

ワイヤレス漏水量計測

水位計等

光
フ
ァイ

バ
ネ
ット

ワ
ー
ク
の
活
用

水位計等

光
フ
ァイ

バ
ネ
ット

ワ
ー
ク
の
活
用

水位計等

光
フ
ァイ

バ
ネ
ット

ワ
ー
ク
の
活
用

水位計等

光
フ
ァイ

バ
ネ
ット

ワ
ー
ク
の
活
用

堤体内水位を観測

新型センサによる斜面崩壊の発生検知

ダム湖

ポータブル受信器

ｺﾝｸﾘｰﾄ重力式ダム

監査路

ワイヤレス漏水量計

橋脚が
塑性化

塑性化
が進行

地震によ
る橋梁の
損傷

センサ

共通プラットフォームの構築

自律型ロボットによる
下水管路自動点検

補修ロボット

点検ロボット

河川堤体内の 水
位を観測する技術

の開発

道路構造物の損傷や変
状の進行度を計測する

技術の開発

現場で即時に情報取得を 可
能とする技術の開発 （各
テーマ共通の情報基盤）

ダム堤体の変状を 取
得する技術の開発

走行・洗浄・通信
ロボット

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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海洋立国の実現海洋立国の実現

海洋における本格的な経済・産業活動の基盤となる技術（外洋上プラットフォーム）の確立海洋における本格的な経済・産業活動の基盤となる技術（外洋上プラットフォーム）の確立

○海洋に賦存する膨大な資源・エネルギー・空間を本格的に利活用する技術開発、海洋新産業振興を図
り、資源等自給率向上、経済成長、地球環境対策等を実現した「経済社会（海洋立国）」を構築。

○海洋に賦存する膨大な資源・エネルギー・空間を本格的に利活用する技術開発、海洋新産業振興を図
り、資源等自給率向上、経済成長、地球環境対策等を実現した「経済社会（海洋立国）」を構築。

富栄養性の海洋深層水を汲み上げ、
プランクトン・魚を繁殖。貧栄養性の
外洋を沿岸域同様の豊かな漁場に
変える。

海洋牧場

陸上の風力発電限界量をはるかに凌
駕する洋上風力発電量が期待される。
海洋温度差発電についても、大きな
ポテンシャルが存在。

海洋自然エネルギー利用発電

我が国を資源大国にする海底資源
（コバルトリッチクラスト、海底熱水
鉱床、メタンハイドレート、マンガン
団塊など）の開発基盤。

海底資源開発

「洋上エクメーネ（陸上並みの経済・居住圏）の構築」

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進⑦

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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y 座
標

x 座標

10 0 90 80 70 60 5 0
4 0 3 0 40

50

　緑化・
水面涵養

省エネ型
冷蔵庫等

　乾燥機

配管等断熱
　暖冷房機

　床暖房
雨水・中
水貯留層

浄化槽

　太陽光発電

ホーム・オー
トメーション

排熱回収

　通風

自然照明

燃料電池・ヒートポンプ等
の熱源システム

太陽熱温水器

高断熱躯体

自立循環型住宅

y 座
標

x 座標

10 0 90 80 70 60 5 0
4 0 3 0 40

50

　緑化・
水面涵養

省エネ型
冷蔵庫等

　乾燥機

配管等断熱
　暖冷房機

　床暖房
雨水・中
水貯留層

浄化槽

　太陽光発電

ホーム・オー
トメーション

排熱回収

　通風

自然照明

燃料電池・ヒートポンプ等
の熱源システム

太陽熱温水器

高断熱躯体

自立循環型住宅

世界一の省エネ、低公害、循環型の社会の実現世界一の省エネ、低公害、循環型の社会の実現

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進⑧

○環境に優しい交通機関の開発・普及や環境性能評価技術の確立により、運輸部門からのＣＯ2排出を

大幅に低減
○自立循環型住宅技術を中心とする技術の普及により、省エネ住宅・都市を実現

○環境に優しい交通機関の開発・普及や環境性能評価技術の確立により、運輸部門からのＣＯ2排出を

大幅に低減
○自立循環型住宅技術を中心とする技術の普及により、省エネ住宅・都市を実現

環境に優しい交通機関の開発・普及

ＤＭＥ(ジメチルエーテル)自動車燃料電池バス

燃料電池鉄道車両

環境性能評価技術の確立

環境に優しい船体、舶用エンジン

海の１０モード 船舶の実海域性能評価技術を確立すること
により、環境技術の創出・普及を後押し

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例

省エネ住宅・都市の実現

外皮･設備の省エネ効果検証実験を踏まえた設計
基準開発と普及

既存住宅省エネ改修に係る各種指針の開発と普及

非住宅建築の省エネ設計基準の構築と普及

10

健全な水循環と生態系を保全する自然共生型社会の実現健全な水循環と生態系を保全する自然共生型社会の実現

目指すべき社会（目標）に向けた技術研究開発の推進⑨

○ 健全な生態系を保全し、美しい水辺・海辺環境の流域圏を再生○ 健全な生態系を保全し、美しい水辺・海辺環境の流域圏を再生

水物質循環シミュ
レーションシステ
ムの開発

地域活動と協働す
る水循環健全化に
関する研究

流域における物質循環の
動態と水域環境への影響
に関する技術開発

国土保全のための総
合的な土砂管理手法

浚渫土砂等の需
給調整、品質管理
システム

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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○ 基盤地図情報の上に災害情報、地質、水文などの各種情報を統合し、共有
○ 調査、計画、施工、維持管理の様々な段階で必要な地理空間情報を活用
○ 地理空間情報の活用により新産業・サービスの創出などイノベーションの実現に重要な役割

○ 基盤地図情報の上に災害情報、地質、水文などの各種情報を統合し、共有
○ 調査、計画、施工、維持管理の様々な段階で必要な地理空間情報を活用
○ 地理空間情報の活用により新産業・サービスの創出などイノベーションの実現に重要な役割

国土交通地理空間情報プラットフォームの構築国土交通地理空間情報プラットフォームの構築

新たな社会基盤を創造する技術研究開発推進

＊
＊

○○駅

□□町

△△町

＊
＊

○○駅

□□町

△△町

新産業・サービスの創出 安全・安心な社会

○○駅
＊＊

□□町

△△町

○○駅
＊＊

□□町

△△町

○○駅
＊＊

□□町

△△町

ヒト・モノ・クルマの
流れの円滑化

地域の活性化 教育・研究開発

国土監視

自動観光案内

ユニバーサル社会

観 光

沖ノ鳥島

誰でも自由に行動

ICTを使った授業・研究の高度化

渋滞渋滞

流れを円滑にサポートするICT

ICTを使った住民参画社会の構築

国境監視・国土の記録

災害対策本部災害対策本部

現地の活動等状況に基づき支援・調整携帯電話で飲食店案内

地 質

気 象

土地利用

空中写真水 文

災害情報
基準点

自然環境

地 形

地理空間情報の
スパイラルアップ

基 盤 地 図

様々な地理空間情報を
基盤地図情報上に統合

○○アセスメント○○アセスメント

▲▲工事
無人化施工
▲▲工事
無人化施工

河川管理
情報システム
河川管理

情報システム

社会資本
管理システム
社会資本

管理システム

都市計画図

＊＊
○○駅

□□町

△△町

都市計画図

＊＊
○○駅

□□町

△△町

更
新

情
報

Ａ市都市計画図

B市道路管理用図面

データ編集

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例
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例えば・・・
○日本において確立した技術について、官民連携により、他国への導入を支援

例えば・・・
○日本において確立した技術について、官民連携により、他国への導入を支援

日本発新技術・システムの世界への発信日本発新技術・システムの世界への発信

ＩＣカードのアジア展開

その他

必要な技術研究開発の例必要な技術研究開発の例

ＥＴＣ，ＶＩＣＳの技術移転の推進

アジアを中心とする地域への積極的な展開・共通化等

料金所渋滞の解消に効果的なETC，交通情報
の提供に威力を発揮するVICSの技術移転を推
進


